
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
１ 総論 
（１）Ｍ＆Ａ契約の構造      
（２）交渉にあたって準備すべきこと 
（３）弁護士に確認すべきこととは？弁護士を入れることで交渉がまとまりにくくなるケース

弁護士に聞く内容としての「どこを妥協すべきか」「相手の主張を受け入れたとしてそのリスクは何か」の

大きな違いを理解しているか  
２ 各論 
（１）デューディリジェンス発見事項 

例えば、デューディリジェンスで法令違反事項等が発見された場合にどのように対応すべきか。表明保証

で対応できるのか（サンドバッグ条項）／救済手段（価格を調整するか・補償請求か）は／救済手段を骨

抜きにされていないか。  
（２）買収実行の前提条件において陥りがちな誤解 

例えば、対象会社において重要なキーパーソンがいる等で、キーパーソンが残ってくれることが買収にお

いて非常に重要と考える場合、どのように対応すべきか。クロージング前提条件にするのか／どのように

前提条件にするのか／前提条件にすることに本当に意味があるのか。  
（３）税務負担 

クロージング前の期間に相当する税負担についてどのように売主に負担させるべきか。表明保証で足りる

か／所謂 Straddle Period の税負担について対応しているか／救済手段で骨抜きにされていないか。  
（４）グループの一部切り離し型の買収における買収実行後の機能の補完 

グループの一部切り離し型の買収の場合、切り離しに伴い従前グループより補完を受けていた機能を失う

がどのように対応すべきか。そもそもどのようなものが問題となるのか／いつの時点までに補完方法を合

意すべきか。 
 

 

計算書類作成時の入力ミス・転記ミス等を防止・発見するための具体的方法を解説します。 
実際の計算書類を使って、書類間の整合性チェックのポイントを実践的に示します。 
開示書類作成・チェック担当者、内部監査担当者、監査役の方々のご参加をお薦めします。 

～ 

1968 年生まれ。慶応義塾大学商学部卒業。監査法人トーマツ（現・有限責任監査法人トーマツ）にて会計
監査実務に従事し、2004 年に石王丸公認会計士事務所開業。現在は、監査業務のほか、セミナー講師や
執筆活動を行っている。Web 連載中の「〈桃太郎で理解する〉収益認識に関する会計基準」は特に好評。主
著は、「最短で導き出す分配可能額」、「パターン別 計算書類作成うっかりミスの防ぎ方」 (清文社)。 

開催にあたって 

Ｍ＆Ａ契約における交渉上見落としがち、落ち入りがちな失敗例を詳細解説！ 
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【開催にあたって】Ｍ＆Ａ契約は、複雑である一方で、通常の契約と異なり特殊な規定がされており、

経験がないと、どの部分がリスクの高い部分であり交渉上のポイントであるか見抜くことが難しいです。特

に、Ｍ＆Ａ契約は英米法の実務の積み重ねによりリスクの分担といった観点からのテクニックが発達して

いることから、特にこうした概念の経験のない日本企業が、こうしたテクニックに気づかずに（リスクの所在

もわからないまま）サインしてしまってしまう例がございます。特に、英米のＭ＆Ａ契約を日本語訳しその

まま使用しているような場合には、個々の規定の概念・意味を充分に理解しないまま知らず知らずのうち

にリスクを引き受けてしまっているということも多いです。逆に、こうしたことから、過度にリスクに慎重にな

り、本来であれば重要な交渉ポイントにすべきではないようなことにまで交渉ポイントにして、契約交渉に

失敗している例も見受けられます。本講座では、Ｍ＆Ａ契約における交渉の実務感覚・罠の所在・落とし

どこのつけ方を理解することを目的としています。ケースを設定し、どのように対応すべきかといった観点

から具体的に検討していきます。 
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＜講 師＞スキャデン・アープス法律事務所  弁護士   熊木明 氏 
 
〔講師ご略歴〕 
スキャデン・アープス法律事務所所属。00 年東京大学経済学部卒業。07 年コロンビア大学ロー
スクール卒業。弁護士・カリフォルニア州弁護士。M&A、会社法、金融商品取引法を専門とし、国
内外の多くの M&A 案件に従事した経験を有する。【近時の著書】「実務感覚がわかる！M&A ロ
ードマップ」を Business Law Journal において 2011 年 1 月号から 2011 年 12 月号まで連載。他、
共著として「英国における企業買収規制の運用の現状と日本の公開買付け規制に対する示唆」
（国際商事法務 Vol.38, No.7 2010 年）、「利益相反および忠実義務の再検証」（商事法務 1944
号）、「敵対的買収における委任状勧誘への問題と対応―アメリカでの実務・先例を参考に―」
（商事法務 1827 号）、「米国対内投資規制の改正と実務への影響」（商事法務 1813 号）がある。 
【サブテキスト】講師著「教科書では学べない M&A の実務」（清文社）を当日配付させて頂きます。 
 

■申込・参加要領  ： 当会ホームページからお申込みください。ＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail からもお申込み頂けます。 
後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[セミナー・会員研究会]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 セミナー事業グループ 担当／民秋 E-mail:tamiaki@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2 MFPR 麹町ビル 2Ｆ 【ＤＭ変更連絡】03-5215-3512 
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日本の当事者が不慣れな条項・陥りがちな罠を中心に実際の落とし所を学ぶ 

 


